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令和 3年 4月 28 日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

大洗研究所 環境保全部 

 

廃棄物管理施設の設工認申請中の案件について 

 

廃棄物管理施設における設工認申請中の案件は、以下のとおりである。 

 

(1) 自動火災報知設備の設置等 

申請件名：その他廃棄物管理設備本体の附属施設の一部変更 

（自動火災報知設備の一部変更） 

申請(補正)：平成 30 年 12 月 26 日 

（令和元年 6月 7日及び令和 3年 1月 29 日一部補正） 

申請内容：廃液貯留施設Ⅰ（廃棄物管理施設用廃液貯槽）、排水監視施設、固

体集積保管場Ⅰ及びα一時格納庫に自動火災報知設備を追加設置

し、追加した自動火災報知設備の信号を管理機械棟の複合火災受信

器に接続する。 

論点：廃棄物管理事業許可との整合性や設工認技術基準への適合の網羅性な

ど（資料 1-1 1.項 及び 資料 1-2 参照） 

 

(2) 遮蔽スラブの遮蔽の追加 

申請件名：廃棄物管理設備本体の管理施設の一部変更 

（固体集積保管場Ⅰ遮蔽スラブの遮蔽の追加） 

申請(補正)：平成 29 年 9 月 25 日 

（平成 30 年 12 月 26 日、令和元年 6月 7日及び令和 3年 3月 17

日一部補正） 

申請内容：固体集積保管場Ⅰについて、新規制基準に適合させるため、配置

済みの遮蔽スラブに遮蔽を追加する。 

論点：廃棄物管理事業許可との整合性や設工認技術基準への適合の網羅性な

ど（資料 1-1 2. 項 及び 資料 1-2 参照） 

 

 

以上 



 

特定廃棄物管理施設の変更に係る設計及び工事の方法の認可申請書に係る追加説明について 
 

 
１．その他廃棄物管理設備の附属施設の一部変更（自動火災報知器の設置等） 

 

 質問事項 対応状況 

１ 
各消防設備の設置場所、種類・仕様及び台数を選択した理由（今回新設するものについては新設の理由を含む。）について説明する

こと。 

面談（令和元年 7月 11 日） 

第 292 回審査会合（令和元年７月 24 日） 

面談（令和元年 10 月 17 日） 

第 310 回審査会合（令和元年 10 月 30 日） 

面談（令和元年 11 月 26 日） 

面談（令和 2 年 10 月 22 日） 

面談（令和 2 年 10 月 27 日） 

（第 292 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合における追加質問） 

・新たに感知器を設置することにした経緯や設置位置を明確にすること。 

・既存の火災報知設備を含めて感知器の配置を図面で整理すること。 

・建家の床面積、高さ及び感知器の種類を一覧票に整理すること。 

（第 310 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合における追加質問） 

・固体集積保管場Ⅰに追加する感知器の設置場所は、消防法上同一区画となるようにするとともに図面を修正する。 

・固体集積保管場Ⅰのフォークリフト置場上部の鉄骨部について、横方向の配置がわかるよう図面を見直すこと。 

（現場視察における追加事項） 

・α一時格納庫の１階及び地階の天井梁の寸法を示すこと。 

・固体集積保管場Ⅰの保管区域には照明設備、倉庫や枕木がある。火災を早期発見するには、施設全体に感知器が必要ではないの

か。 

 消防法に従って感知器を設置することも踏まえ、説明すること。 

２ 消防設備について、α一時格納庫及び警備所の受信機から警報器までを含む系統図について申請に含めること。 
面談（令和元年 7月 11 日） 

第 292 回審査会合（令和元年７月 24 日） 

面談（令和元年 10 月 17 日） 

第 310 回審査会合（令和元年 10 月 30 日） 

面談（令和 2 年 10 月 22 日） 

面談（令和 2 年 10 月 27 日） 

（第 292 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合における追加質問） 

・警備所（北門）監視盤でどのような情報が得られるのか説明すること。 

（現場視察における追加事項） 

・新たに感知器を設置する建家の火災警報が管理機械棟の複合火災受信機に表示できるようにすること。 

３ 添Ⅳ－４ 第３条第２項「故障、損壊又は異常な動作により施設の安全性に著しい支障を及ぼすおそれがない設計」について具体

的に説明すること。また、第３項「可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計」について、不燃性材料等を用いない場合の代替

の火災防護対策について、説明すること。 

面談（令和元年 7月 17 日） 

第 292 回審査会合（令和元年７月 24 日） 

面談（令和元年 10 月 17 日） 

第 310 回審査会合（令和元年 10 月 30 日） 

面談（令和元年 11 月 26 日） 

面談（令和 2 年 10 月 22 日） 

面談（令和 2 年 10 月 27 日） 

（第 292 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合における追加質問） 

・「他の安全機能と系統を別にすること」、「主要な設備及び機器は可能な限り不燃性または難燃性材料を使用する」、「付近の着

火源を排除する」、周囲に可燃物を置かない処置」」について、具体的にどのような対応等をするのか整理して説明すること。 

・火災報知設備のケーブルについて、一部電線管を使わない場所があるが、具体的にどの部分か説明すること。 
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（第 310 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合における追加質問） 

・可燃物を置く場合は火災の影響評価を行うこと明記すること。 

・可燃物を置く場合の影響評価についての管理方法を記載すること。 

（第 310 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合における追加質問） 

・火災報知設備の警報ケーブルの敷設にラック等を設ける場合は火災影響評価をやるという説明があったので、その内容を今回の

設工認の中でどういうふうに整理するのか説明すること。 

４ 
廃棄物管理事業変更許可時の火災影響評価について説明すること。 

①固体集積保管場Ⅰの保管対象物について説明すること。 

②廃棄物管理事業変更許可時の火災影響評価における前提条件と評価手法について説明すること。また、評価対象としていた枕

木を鋼製の物に変えたことについて、今後どう担保していくのか説明すること。 

面談（令和 2 年 11 月 13 日） 

面談（令和 2 年 11 月 27 日） 

 
 
２．廃棄物管理設備本体の管理施設の一部変更（遮蔽スラブ） 

 
 質問事項 対応状況 

１ 
当該申請の前提となる、現在のブロック型廃棄物パッケージの保管場所及び状況、今後のブロック型パッケージの発生の有無、保管

計画について説明すること。 
面談（令和元年 7月 11 日） 

第 292 回審査会合（令和元年７月 24 日） 

２ 

３種類の遮蔽スラブの組み合わせにより遮蔽を強化することに係り、以下について説明すること。 
・今回の申請において遮蔽対象となる廃棄物の数 
・今回の申請における各種類の遮蔽スラブの製作数 
・今回の申請における各種類の遮蔽スラブの選択に係る考え方（定置済み遮蔽スラブに対し、どの遮蔽体を追加するのか等） 

面談（令和元年 7月 17 日） 

第 292 回審査会合（令和元年７月 24 日） 

３ 
ブロック型廃棄物パッケージの配置状況によって、周辺監視区域外の線量及び線量評価結果が変化すると考えられるため、今後の考

え得る廃棄物と遮蔽体の配置の関係を含め線量が最大となる配置と説明すること。 
面談（令和元年 7月 11 日） 

第 292 回審査会合（令和元年７月 24 日） 

４ 

遮蔽体（遮蔽スラブ、空容器）の形状、施行状態（隙間の有無等）を考慮した被ばく評価(直接線、ストリーミングの評価等)につい
て説明すること。 面談（令和 2 年１１月１１日） 

面談（令和 2 年１１月 25 日） 
面談（令和 2 年１2月 17 日） 

遮蔽計算における遮蔽スラブの隙間の設定の仕方（実測であるが保守的になっているか等）について説明すること。 

５ 
今回の遮蔽スラブの追加に伴う積載荷重の増加による地盤、基礎、床、廃棄体の耐荷重等の設計に係る評価結果について、説明する

こと。 
面談（令和 2 年 2月 13 日） 
面談（令和 2 年１１月１１日） 

 

 
 



　　別表－３　廃棄物管理施設に係る設工認申請設備ごとの特定廃棄物管理施設の「技術基準」に関する規則一覧

② ○ △ ○ ○ ○ △ △ ○ △

② △ ○ ○

② △ △ ○ ○

② △ △ ○

② △ △ ○

② △ △ ○

② △ △ ○

② △ ○

貯槽本体
半地下式鉄筋コンクリート製貯槽
（内面ステンレス鋼板ライニン
グ）

② △ △ ○

廃液供給 廃液貯槽Ⅰから各系統 ② △ △ ○

② △ △ ○

② △ △ ○

② △ △ ○

② △ △ ○

② △ ○

② △ △ ○

処理済廃液貯槽計測設備 ② △ ○ ○ △ △

廃液貯槽Ⅰ計測設備 ② △ ○ ○ △ △

② ○ △

② ○ △

② ○ △

② ○ △

室内空気モニタ ② ○ △ ○

ローカルサンプリング装置 ② ○ △ ○

排気モニタリング設備 ② ○ △ ○

排水モニタリング設備 ② ○ △

排気浄化装置 ② △ △ △ ○ △ △ △

排風機 ② △ △ △ ○ △ △

ダクト（排気口） ② △ △ △ ○ △ △ △

原動機 ② △ △ △ ○ △ △

② △ △ △ △

固体廃棄物の廃棄施設 ② ○ ○

消火設備 消火器 ② ○ △ ○

①－１　② △ ○ △ ○

② ○ ○

② △ ○ ○

可搬型発電機 可搬型発電機５ ② ○ ○

② ○ ○ ○

② ○ ○ ○

② ○ △ ○ ○ ○ △ △ ○ △

② △ ○ ○

計測制御系統施設 主要な工程計装設備 計測制御系統施設
液位及び漏えいに関する計
測制御設備

廃棄物管理施設用廃液貯槽
計測設備

② △ ○ ○ △ △

貯槽本体
鉄筋コンクリート製地下式貯槽
（内面ステンレス鋼板ライニン
グ）

② △ △ △ ○ △ △

各廃液発生施設の配管の分岐バル
ブから、廃棄物管理施設用廃液貯
槽内まで

② △ ○ △ △

廃棄物管理施設用廃液貯槽内の分
岐バルブから、廃液貯槽Ⅰの分岐
バルブまで

② △ ○ △ △

消火設備 消火器 ② ○ △ ○

①－１　② △ ○ △ ○

② ○ ○

② △ ○ ○ ○

可搬型発電機 可搬型発電機４ ② △ ○ ○ ○

② ○ ○ ○

② ○ ○ ○

△ 新規要求事項はなく、既認可であるもの。 特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則
第四条：核燃料物質の臨界防止 第九条：廃棄物管理施設への人の不法な侵入等の防止 第十四条：搬送設備 第十九条：放射性廃棄物による汚染の防止
第五条：特定廃棄物管理施設の地盤 第十条：閉じ込めの機能 第十五条：計測制御系統施設 第二十条：遮蔽
第六条：地震による損傷の防止 第十一条：火災等による損傷の防止 第十六条：放射線管理施設 第二十一条：換気設備
第七条：津波による損傷の防止 第十二条：安全機能を有する施設 第十七条：受け入れ施設又は管理施設 第二十二条：予備電源
第八条：外部からの衝撃による損傷の防止 第十三条：材料及び構造 第十八条：処理施設及び廃棄施設 第二十三条：通信連絡設備等
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設工認申請設備 分割申請

攪拌機

屋外管理用の主要な設備 放射線監視設備 周辺環境モニタリング設備
排気モニタリング設備

排水モニタリング設備

攪拌機

放射線監視設備 作業環境モニタリング設備
室内空気モニタ

ローカルサンプリング装置

処理済廃液貯槽 主要配管

処理済廃液貯槽出口の分岐バルブから、排水監視設
備の配管との接続位置にある分岐バルブの手前まで

廃液受入関係

処理装置関係

廃液受入関係

処理装置関係

タンクローリ受入れ配管

処理済廃液貯槽

鉄筋コンクリート製貯槽 鉄筋コンクリート製貯槽

廃液貯槽Ⅰ計測設備

手洗い設備

ハンドフットクロスモニタ

サーベイメータ

廃棄物管理設備本体の処理施設 液体廃棄物の処理施設

廃棄物管理施設用廃液貯槽配管

鉄筋コンクリート製貯槽

主要配管

廃棄物管理施設用廃液貯槽配管

計測制御系統施設 主要な工程計装設備 計測制御系統施設
液位及び漏えいに関する計
測制御設備

処理済廃液貯槽計測設備

その他廃棄物管理設備の附属施設

気体廃棄物の廃棄施設
管理区域系排気設
備

廃液貯留施設Ⅰ排気設備 廃液貯留施設Ⅰ
排気設備

給気口

その他の主要な事項

消火設備

自動火災報知設備 自動火災報知設備

設工認申請設備

電源設備

予備電源

廃

液

貯

留

施

設

Ⅰ

建家
建家

管理区域境界のさく、扉、壁

放射線管理施設

屋内管理用の主要な設備

出入管理関係設備

更衣設備

放射性廃棄物の受入れ施設 液体廃棄物の受入れ施設 廃液貯槽Ⅰ

堰

廃

棄

物

管

理

施

設

用

廃

液

貯

槽

建家
建家

管理区域境界のさく、扉、壁

予備電源

通信連絡設備
放送設備

ページング設備

安全避難通路

電気設備
電源設備 電源設備

○ 新規制基準で要求事項があり、設工認の対象設備となるもの。

その他廃棄物管理設備の附属施設

液体廃棄物の廃棄施設

その他の主要な事項

廃棄物管理施設用廃液貯槽

1

項

2

項

消防設備

消火設備

自動火災報知設備 自動火災報知設備

電気設備
電源設備

安全避難通路

通信連絡設備
放送設備

ページング設備

分割申請

廃棄物管理施設用廃液貯槽計測設備

主要配管

消防設備

特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則

第

四

条

資料1-2

１/5



② 〇 △ 〇 〇 〇 △ 〇 △

② △ 〇 〇

廃棄物管理設備本体の処理施設 液体廃棄物の処理施設 化学処理装置 ② △ 〇

計測制御系統施設 その他の主要な事項 ①－１ ② 〇 〇 △

大洗研究所主警報盤 ①－１ ② 〇 〇 △
② ○ △
② ○ △

② ○ △

室内空気モニタ ② ○ △ ○

ローカルサンプリング装置 ② ○ △ ○

個人管理用設備 個人線量計 ② ○ △

屋外管理用の主要な設備 放射線監視設備 周辺環境モニタリング設備 排気モニタリング設備 ② ○ △ ○

排気浄化装置 ② △ △ △ ○ △ △ △

排風機 ② △ △ △ ○ △ △

ダクト(排気口) ② △ △ △ ○ △ △ △

固体廃棄物の廃棄施設 ② ○ ○

消火設備 消火器 ② 〇 △ ○

①－１ ② △ 〇 △ ○

屋外消火栓 屋外消火栓 ② 〇 △ ○

② ○ 〇

② ○ ○

可搬型発電機 可搬型発電機２ ② ○ ○

② ○ ○ ○

ページング設備 ② ○ ○

加入電話 ② ○ ○

② ○ ○

△ 新規要求事項はなく、既認可であるもの。 特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則
第四条：核燃料物質の臨界防止 第九条：廃棄物管理施設への人の不法な侵入等の防止 第十四条：搬送設備 第十九条：放射性廃棄物による汚染の防止
第五条：特定廃棄物管理施設の地盤 第十条：閉じ込めの機能 第十五条：計測制御系統施設 第二十条：遮蔽
第六条：地震による損傷の防止 第十一条：火災等による損傷の防止 第十六条：放射線管理施設 第二十一条：換気設備
第七条：津波による損傷の防止 第十二条：安全機能を有する施設 第十七条：受け入れ施設又は管理施設 第二十二条：予備電源
第八条：外部からの衝撃による損傷の防止 第十三条：材料及び構造 第十八条：処理施設及び廃棄施設 第二十三条：通信連絡設備等

安全避難通路

電気設備
電源設備 電源設備

予備電源

放射線管理施設
屋内管理用の主要な設備

出入管理関係設備

更衣設備
手洗い設備

室内空気モニタ

ローカルサンプリング装置

排気モニタリング設備

その他廃棄物管理設備の附属施設

気体廃棄物の廃棄施設
管理区域系排気設
備

管理機械棟排気設備 管理機械棟排気設備

その他の主要な事項

消防設備

○ 新規制基準で要求事項があり、設工認の対象設備となるもの。

設工認申請設備 分割申請

管理機械棟ホット実験室フード

集中監視設備 集中監視設備

管

理

機

械

棟

建家
建家

管理区域境界のさく、扉、壁

消火設備

自動火災報知設備

通信連絡設備

放送設備

ハンドフットクロスモニタ

放射線監視設備 作業環境モニタリング設備

分析フード

所内内線

自動火災報知設備

特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則

第

四

条

第

五

条

第六条

第

七

条

第八条

第

九

条

第十条 第十一条 第十二条 第十三条 第十四条 第十五条 第十六条 第十七条 第十八条
第

十

九

条

第二十条 第二十一条 第

二

十

二

条

第二十三条

1

項

2

項

3

項

1

項

2

項

一

号

二

号

三

号

四

号

イ

四

号

ロ

四

号

ハ

1

項

2

項

3

項

4

項

5

項

1

項

2

項

3

項

1

項

一

号

2

項

二

号

2

項

一

号

二

号

1

項

2

項

1

項

一

号

1

項

二

号

1

項

三

号

1

項

四

号

1

項

五

号

2

項

1

項

2

項

一

号

2

項

二

号

2

項

三

号

1

項

一

号

1

項

二

号

1

項

三

号

1

項

2

項

3

項

1

項

四

号

1

項

五

号

2

項

1

項

2

項

一

号

二

号

三

号

四

号
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② ○ △ ○ ○ ○ △ △ △ ○ △

② △ ○ ○

貯槽本体 鉄筋コンクリート製貯槽 ② △ △ ○ ○

廃液貯槽Ⅰの各貯槽及び処理済廃液貯槽の分岐
バルブから、排水監視設備の貯槽内配管まで

② △ ○

排水監視設備の貯槽内配管から、一般排水溝と
の接続位置まで

② △ ○

② △ ○

計測制御系統施設 主要な工程計装設備 排水監視設備 ② △ ○ ○ △ △

放射線管理施設 屋外管理用の主要な設備 放射線監視設備 周辺環境モニタリング設備 排水モニタリング設備 排水モニタリング設備 ② ○ △ ○

消火設備 消火器 ② ○ △ ○

自動火災報知設備 ①－１　② △ ○ △ ○

② ○ ○

② △ ○ ○

② ○ ○

② ○ ○ ○

② ○ ○ ○

△ 新規要求事項はなく、既認可であるもの。 特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則
第四条：核燃料物質の臨界防止 第九条：廃棄物管理施設への人の不法な侵入等の防止 第十四条：搬送設備 第十九条：放射性廃棄物による汚染の防止
第五条：特定廃棄物管理施設の地盤 第十条：閉じ込めの機能 第十五条：計測制御系統施設 第二十条：遮蔽
第六条：地震による損傷の防止 第十一条：火災等による損傷の防止 第十六条：放射線管理施設 第二十一条：換気設備
第七条：津波による損傷の防止 第十二条：安全機能を有する施設 第十七条：受け入れ施設又は管理施設 第二十二条：予備電源
第八条：外部からの衝撃による損傷の防止 第十三条：材料及び構造 第十八条：処理施設及び廃棄施設 第二十三条：通信連絡設備等

○ 新規制基準で要求事項があり、設工認の対象設備となるもの。

放送設備

ページング設備

安全避難通路

電気設備
電源設備 電源設備

予備電源 可搬型発電機7
その他廃棄物管理設備の附属施設 その他の主要な事項

消防設備

消火設備
自動火災報知設備

通信連絡設備

1

項

2

項

一

号

二

号

三

号

四

号

イ

四

号

ロ

四

号

ハ

1

項

設工認申請設備 分割申請

排

水

監

視

施

設

建家
建家

管理区域境界のさく、扉、壁

廃棄物管理設備本体の処理施設 液体廃棄物の処理施設 排水監視設備 主要配管

攪拌機

液位及び漏えいに関する計測制御設備 排水監視設備計測設備

特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則

第

四

条

第

五

条

第六条

第

七

条

第八条

第

九

条

第十条 第十一条 第十二条 第十三条 第十四条 第十五条 第十六条 第十七条 第十八条
第

十

九

条

第二十条 第二十一条 第

二

十

二

条

第二十三条

1

項

2

項

3

項

2

項

3

項

4

項

5

項

1

項

2

項

3

項

1

項

一

号

2

項

二

号

2

項

一

号

二

号

1

項

2

項

1

項

一

号

1

項

二

号

1

項

三

号

1

項

四

号

1

項

五

号

2

項

1

項

2

項

一

号

2

項

二

号

2

項

三

号

1

項

一

号

1

項

二

号

1

項

三

号

1

項

2

項

3

項

1

項

四

号

1

項

五

号

2

項

1

項

2

項

一

号

二

号

三

号

四

号

3/5



② ○ △ ○ ○ ○ ○ △

② △ ○ ○

② △ ○ ○ ○ ○ △

　申　 ○ ○ ○ ○ △

② ○ △ △

消火設備 消火器 ② ○ △ ○

①－１　② △ ○ ○ ○ ○

② ○ ○

電気設備 ② △ ○ ○

② ○ ○ ○

② ○ ○ ○

② ○ ○

△ 新規要求事項はなく、既認可であるもの。 特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則
第四条：核燃料物質の臨界防止 第九条：廃棄物管理施設への人の不法な侵入等の防止 第十四条：搬送設備 第十九条：放射性廃棄物による汚染の防止
第五条：特定廃棄物管理施設の地盤 第十条：閉じ込めの機能 第十五条：計測制御系統施設 第二十条：遮蔽
第六条：地震による損傷の防止 第十一条：火災等による損傷の防止 第十六条：放射線管理施設 第二十一条：換気設備
第七条：津波による損傷の防止 第十二条：安全機能を有する施設 第十七条：受け入れ施設又は管理施設 第二十二条：予備電源
第八条：外部からの衝撃による損傷の防止 第十三条：材料及び構造 第十八条：処理施設及び廃棄施設 第二十三条：通信連絡設備等

○ 新規制基準で要求事項があり、設工認の対象設備となるもの。

フォークリフト フォークリフト

通信連絡設備

放送設備

ページング設備

所内内線

その他廃棄物管理設備の附属施設 その他の主要な事項

自動火災報知設備

安全避難通路

電源設備 電源設備

消防設備
消火設備

設工認申請設備 分割申請

固

体

集

積

保

管

場

Ⅰ

建家
建家

管理区域境界のさく、扉、壁

廃棄物管理設備本体の管理施設 管理施設 管理施設

竪型保管設備 内部周囲壁（竪積保管設備）

遮蔽スラブ 遮蔽スラブ

特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則

第

四

条

第

五

条

第六条

第

七

条

第八条

第

九

条

第十条 第十一条 第十二条 第十三条 第十四条 第十五条 第十六条 第十七条 第十八条
第

十

九

条

第二十条 第二十一条 第

二

十

二

条

第二十三条

1

項

2

項

3

項

1

項

2

項

一

号

二

号

三

号

四

号

イ

四
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ロ
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号
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1

項

2

項

3

項

4

項

5
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3

項

1
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一

号
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2

項

一

号

二

号
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項

2

項

1

項
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号
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項
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号

1

項
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号

1

項

四

号

1

項

五

号

2

項

1

項

2

項

一

号

2

項

二

号

2

項

三

号

1

項

一

号

1

項

二

号

1

項

三

号

1

項

2

項

3

項

1

項

四

号

1

項

五

号

2

項

1

項

2

項

一

号

二

号

三

号

四

号
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② ○ △ ○ ○ ○ ○

② ○ ○

② △ ○

② △ ○

② ○ △

② ○ △

② ○ △

室内空気モニタ ② ○ △ ○

② ○ △ ○

屋外管理用の主要な設備 放射線監視設備 周辺環境モニタリング設備 排気モニタリング設備 ② ○ △ ○

排気浄化装置 ② △ △ ○ △ △ △

排風機 ② △ △ ○ △ △

原動機 ② △ △ ○ △ △

ダクト(排気口) ② △ △ ○ △ △ △

固体廃棄物の廃棄施設 ② ○ ○

消火器 ② ○ △ ○

ガス消火設備 ② △ ○ △ ○

①－１　② △ ○ △ ○

② ○ ○

② △ ○ ○

② ○ ○ ○

② ○ ○ ○

△ 新規要求事項はなく、既認可であるもの。 特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の技術基準に関する規則
第四条：核燃料物質の臨界防止 第九条：廃棄物管理施設への人の不法な侵入等の防止 第十四条：搬送設備 第十九条：放射性廃棄物による汚染の防止　
第五条：特定廃棄物管理施設の地盤 第十条：閉じ込めの機能 第十五条：計測制御系統施設 第二十条：遮蔽
第六条：地震による損傷の防止 第十一条：火災等による損傷の防止 第十六条：放射線管理施設 第二十一条：換気設備
第七条：津波による損傷の防止 第十二条：安全機能を有する施設 第十七条：受け入れ施設又は管理施設 第二十二条：予備電源
第八条：外部からの衝撃による損傷の防止 第十三条：材料及び構造 第十八条：処理施設及び廃棄施設 第二十三条：通信連絡設備等

○ 新規制基準で要求事項があり、設工認の対象設備となるもの。

放射線監視設備 作業環境モニタリング設備
室内空気モニタ

ローカルサンプリング装置

電気設備

通信連絡設備
放送設備

ページング設備

電気設備

自動火災報知設備 自動火災報知設備

安全避難通路 安全避難通路

その他廃棄物管理設備の附属施設

気体廃棄物の廃棄施設
管理区域系排気設
備

α一時格納庫排気設備 α一時格納庫排気設備

その他の主要な事項

消防設備

放射線管理施設
屋内管理用の主要な設備

手洗い設備

サーベイメータ

1

項

2

項
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項
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項

三

号
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項

四

号
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項

五

号
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項
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項

三

号

1

項

一

号

1

項

五

号

1

項

2
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